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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地中に埋設され陰極防食が施されている防食被覆鋼材の防食状況を監視する方法におい
て、
　防食被覆鋼材の防食被覆重なり部の隙間の大きさをシミュレートした穴を有する有底筒
状部材であって、該有底筒状部材の前記穴の内部に防食被覆鋼材と同一材質の線材または
帯板からなるオープンループ状の電極と参照電極を配設した防食監視用電極を前記防食被
覆鋼材の近傍に埋設し、
　平常時は前記オープンループ状の電極と前記防食鋼材とを短絡させる第１の測定回路に
より前記オープンループ状の電極に通じる電流の向きと電流密度及び前記オープンループ
状の電極と参照電極との間の電位を測定することにより、前記防食被覆鋼材の防食被覆重
なり部の隙間内部の欠陥の防食状況を監視し、
　定期的あるいは必要時には前記第１の測定回路にスイッチを介して接続された第２の測
定回路により前記オープンループ状の電極の電気抵抗を測定することにより、前記防食被
覆鋼材の防食被覆重なり部の隙間内部の欠陥の腐食速度をチェックすることを特徴とする
防食監視方法。
【請求項２】
　前記防食監視用電極は、前記穴が上向きとなるように設置して、前記穴の内部にあらか
じめ防食被覆鋼材の設置場所近傍の地下水あるいは土壌の比抵抗と同等の電解液または電
解液をゲル化もしくはゾル化したものを入れてなることを特徴とする請求項１記載の防食



(2) JP 4601155 B2 2010.12.22

10

20

30

40

50

監視方法。
【請求項３】
　非測定時には前記オープンループ状の電極を防食被覆鋼材に短絡させておき、測定時に
は前記短絡状態を開放状態にして、前記開放状態になった瞬間における前記オープンルー
プ状の電極と参照電極との間の電位を測定することを特徴とする請求項１または請求項２
記載の防食監視方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、地中に埋設され陰極防食の施されている防食被覆鋼材の防食被覆重なり部の隙
間における防食状態を監視する防食監視用電極及び防食監視方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
電気防食としては、金属構造物に陰極（カソード）電流を通じて防食する陰極防食が一般
的であり、この陰極防食には、外部電源法（外電法ともいう）と、犠牲陽極法（流電陽極
法ともいう）の２方式がある。
図５は陰極防食の２方式を説明する図であり、同図の（ａ）は外部電極法を、（ｂ）は犠
牲陽極法を説明する図である。
【０００３】
外部電極法は、図５（ａ）のように、例えば商用電源を整流して直流電源３ａとし、不溶
性の電極（図示の対極２ａ）を正極として、被防食体１ａを負極（カソード）として、正
極から負極に通電する。この場合、通電する電流値が適当な値となるように出力電圧値を
調整する。
犠牲陽極法は、図５（ｂ）のように、例えば亜鉛、アルミニウム、マグネシウム合金等の
犠牲陽極２ｂの溶解に伴って発生する電流を被防食体１ａに通電する。この場合、出力調
整用の可変抵抗器によりなる出力調整器３ｂの抵抗値を調整して通電する電流値を調整す
る。
【０００４】
図６は従来の防食電位測定法を説明する図である。図６において、１は地中に埋設された
防食被覆鋼材、２は対極又は犠牲陽極、３は直流電源又は出力調整器、４は疑似部材、５
は参照電極、７は常時閉で、動作時に開となるスイッチ、８は電流計、９は電圧計、１３
は鋼材露出部である。
従来、地中に埋設され電気防食が施されている被防食体（この例では防食被覆鋼材１）の
防食管理法として、地中に埋設されている被防食体と地表面に配設されている参照電極５
との間の電位差を計測する防食電位を用いていた。
【０００５】
防食電位計測法としては、ＯＮ電位あるいはＯＦＦ電位による検出方法が一般的である。
この方法は、防食被覆鋼材１と同一材質（この場合鋼）よりなる小片の疑似部材４を地中
の防食被覆鋼材１の近傍に埋め、通常状態（非測定時）においては、この疑似部材４を、
常時閉のスイッチ７と電流計８を介して防食被覆鋼材１に短絡させておき、測定時に、ス
イッチ７を開として短絡状態を切り、この瞬間（１００ｍｓ以内）における疑似部材４と
参照電極５との間の電位差を測定し、これを防食被覆鋼材１の防食電位とするものである
。
なお、参照電極５の電位をできるだけ防食被覆鋼材１が埋設された近傍の電位となるよう
にして、正確に防食電位を計測する発明として特開平６－２６５５１１号公報に示された
ものがある。
【０００６】
図７は防食被覆鋼材に発生する欠陥の種類ないし態様を説明する図である。同図の（ａ）
は、鋼材１４の防食被覆１５の一部に破損した箇所があり、その破損した箇所の防食被覆
１５が完全にとれた状態の鋼材露出部１３が存在する場合であり、（ｂ）は防食被覆の重
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なり部における隙間、例えば、防食被覆鋼管の溶接継手部に施された熱収縮チューブの端
がめくれて隙間１６ができ、この隙間１６から地中の水が流入し、内部が腐食するような
場合である。
防食被覆鋼材の欠陥が、図７（ａ）に示した鋼材露出部１３の場合には、図６に示したよ
うにこの鋼材露出部１３に防食電流が流入するので、防食効果がある。従って、この鋼材
露出部１３がある欠陥に対しては、従来の防食電位測定法は、防食被覆鋼材の防食管理法
としても、有効な方法と考えられている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、被防食体が防食被覆鋼材であり、さらにこの防食被覆鋼材の欠陥として、
図７（ｂ）に示したような防食被覆の隙間（一般に０．５～２０ｍｍ程度の隙間）がある
と多くの場合、地下水が流入する。地下水があると電気的導電ができるが、この隙間の大
小により、隙間の電気抵抗値が大きく変わる。すなわち、隙間が小さい場合には、電気抵
抗が大きいので、防食電流はこの隙間にはあまり流入しない。さらに地中には、電気鉄道
を起点とする迷走電流が存在し防食被覆の隙間から、この迷走電流が流出する。このため
、隙間に流入する防食電流は少ないうえ、迷走電流が流出するので、隙間内部の鋼が腐食
することが多い。
しかし、これまで、この隙間内部の鋼の腐食状態を外部より計測する方法はなかった。言
い換えると、従来の防食管理技術は、図７（ａ）の鋼材露出部１３のような表面の防食被
覆１５が完全にオープンとなっている欠陥だけにしか適用できなかった。従って、図７（
ｂ）に例示するような、防食重なり部の防食被覆１５が一部剥離し、しかもその剥離した
箇所の防食被覆１５間の隙間１６を通じて鋼材面１７が外部に連通しているような欠陥に
対しては防食電位を測定することさえ不可能であった。
【０００８】
この問題に対する一つの解決策が特開平２０００－１９２２６５号公報にて提案されてい
る。この方法は、防食重なり部の防食被覆間の隙間と等価な状態を電極部に形成するもの
である。しかし、この方法により防食電位等を測定することにより防食管理を行うことは
できるが、防食被覆鋼材の腐食の進行度合すなわち、腐食速度を測定するものではなかっ
た。
【０００９】
　本発明は、前記のような問題点を解決するためになされたものであり、防食被覆鋼材の
防食被覆重なり部の隙間内部の欠陥に対しても適用することができ、しかも腐食速度を正
確に検知することができる防食監視方法を提供することを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　本発明に係る防食監視方法は、地中に埋設され陰極防食が施されている防食被覆鋼材の
防食状況を監視する方法において、
　防食被覆鋼材の防食被覆重なり部の隙間の大きさをシミュレートした穴を有する有底筒
状部材であって、該有底筒状部材の前記穴の内部に防食被覆鋼材と同一材質の線材または
帯板からなるオープンループ状の電極と参照電極を配設した防食監視用電極を前記防食被
覆鋼材の近傍に埋設し、
　平常時は前記オープンループ状の電極と前記防食鋼材とを短絡させる第１の測定回路に
より前記オープンループ状の電極に通じる電流の向きと電流密度及び前記オープンループ
状の電極と参照電極との間の電位を測定することにより、前記防食被覆鋼材の防食被覆重
なり部の隙間内部の欠陥の防食状況を監視し、
　定期的あるいは必要時には前記第１の測定回路にスイッチを介して接続された第２の測
定回路により前記オープンループ状の電極の電気抵抗を測定することにより、前記防食被
覆鋼材の防食被覆重なり部の隙間内部の欠陥の腐食速度をチェックすることを特徴とする
ものである。
【００１２】
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まず第１に、本発明においては、有底筒状部材と、この有底筒状部材に設けた穴の内部に
配設され、防食被覆鋼材と同一材質の線材または帯板からなるオープンループ状の電極と
、参照電極とを備えた防食監視用電極を用いることに特徴がある。有底筒状部材の穴は、
あらかじめ防食被覆鋼材の防食被覆重なり部の隙間の大きさをシミュレートすることによ
って、この穴を通して流入・流出する電流の抵抗を調整しておく。従って、この穴は電流
の抵抗調整部となっている。
次に、防食電位を測定するためのオープンループ状の電極と参照電極は、前記穴の内部に
配設される。
ここで、オープンループ状の電極とは、例えば、Ｕ型、Ｖ型、Ｗ型、コ字型、円弧型、あ
るいは棒状、平板状などの電極形状を有するものであり、防食被覆鋼材と同一材質の線材
または帯板からなるものである。
すなわち、この防食監視用電極は、オープンループ状の電極に通じる電流の向きと電流密
度及びオープンループ状の電極と参照電極との間の電位を測定する第１の測定回路と、こ
の第１の測定回路にスイッチを介して接続され、オープンループ状の電極の電気抵抗を測
定する第２の測定回路とを備えている。そして、このように構成された防食監視用電極を
防食被覆鋼材の近傍に埋設しておき、オープンループ状の電極と参照電極間の電位を測定
することによって、防食被覆鋼材の防食電位を測定することができる。このとき、非測定
時にはオープンループ状の電極を防食被覆鋼材に短絡させておき、測定時には前記短絡状
態を開放状態にして、開放状態になった瞬間におけるオープンループ状の電極と参照電極
との間の電位を測定すると、さらに高精度で計測できる。
一方、オープンループ状の電極の電気抵抗を測定することによって防食被覆鋼材の腐食の
進行度合（腐食速度）を検知することができる。この原理は以下のとおりである。
金属は腐食によって厚みを減少するが、そのときの試料の電気抵抗は長さが一定であれば
断面積に依存するので、試料の厚み減少によって抵抗値は増大する。表面に付着した腐食
生成物の電導度は金属素地に比べて著しく小さいので抵抗値には影響しない。従って、腐
食前後の金属の電気抵抗を測定することにより断面積の変化を求め、腐食量が求められる
。よって、オープンループ状の電極の電気抵抗値から、防食被覆鋼材の現時点の電気防食
状態や腐食の進行度合を正確に確認かつ予測でき、電気防食対策を的確に行うことができ
る。
【００１３】
第２に、本発明は、有底筒状部材からなる防食監視用電極を用いることによって、防食被
覆の隙間の流入水の水質の変化を推測でき、これによって防食監視を強化するなど、迅速
な電気防食対策を講じることができることである。この場合、防食監視用電極は、上向き
となるように設置して、前記穴の内部をあらかじめ防食被覆鋼材の設置場所近傍の地下水
あるいは土壌の比抵抗と同等の電解液または電解液をゲル化もしくはゾル化したもの（以
下、同等電解液と称する）で満たしておく。
このように同等電解液で穴の内部を満たしておくことによって、防食被覆の隙間の流入水
の水質変化を防食電位測定値の変化から知ることができる。
従って、前記同等電解液を穴の内部に十分に満たしておくために、前記有底筒状部材は、
前記穴に連通する拡径された第２の穴を有し、その第２の穴の底部またはその近傍に前記
オープンループ状の電極と参照電極を配設してなる防食監視用電極とすることが望ましい
。
また、平常時はオープンループ状の電極に通じる電流の向きと電流密度及びオープンルー
プ状の電極と参照電極との間の電位を測定することにより、防食被覆鋼材の防食状況を監
視し、定期的あるいは必要時にオープンループ状の電極の電気抵抗を測定することにより
、防食被覆鋼材の腐食速度をチェックすればよい。これにより、電気防食管理を万全に実
施することができる。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を図面を用いて説明する。図１は本発明の防食監視方法の説明
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図であり、図２～図４は防食監視用電極の構成を示す図である。
【００１５】
まず、本発明に係る防食監視用電極の構成について説明する。
この防食監視用電極６は、基本的には、図２に示すように有底筒状部材１０に穴１１を設
け、その穴１１の底部または近傍に、例えば、Ｕ型形状をしたオープンループ状の電極６
１と参照電極６２を配設したものである。穴１１は、防食被覆重なり部の隙間１６の大き
さをシミュレートしたもので、隙間１６の大きさに応じて穴径Ｄ及び穴の長さＬを調整し
てある。隙間１６の大きさは、防食被覆鋼管の場合、通常０．５～２０ｍｍ程度であるの
で、その中から最も頻度の高い隙間の大きさに合わせるよう穴径等が決められる。
【００１６】
有底筒状部材１０は、一般的な絶縁材料であるプラスチック材料（例えばアクリル樹脂）
からなっている。また、有底筒状部材１０は防食監視用電極６を埋設する際に、土砂や振
動、埋設後の土圧などによりオープンループ状の電極６１の変形や破損を防止する。また
、オープンループ状の電極６１は防食被覆鋼材１と同一材質の鋼線からなっている。参照
電極６２は耐食性の高い材料が好ましい。６３、６４はそれぞれオープンループ状の電極
６１及び参照電極６２に接続された接続ケーブルである。
【００１７】
また、この防食監視用電極６は、好ましくは図３に示すように構成されている。図４は図
３の断面図である。図１にはこの構成例の防食監視用電極６を示してある。
図３、図４に示す防食監視用電極６の有底筒状部材１０は、図２のものと同様に、穴径Ｄ
及び穴の長さＬを調整された第１の穴１１と、この穴１１に連通する拡径された第２の穴
１２を有する。オープンループ状の電極６１及び参照電極６２は、第２の穴１２を塞ぐ底
板１３に取り付けられ、両電極６１、６２間は、例えばエポキシ樹脂で絶縁されている。
そして、第１の穴１１は前述したように防食電流の抵抗調整部を構成し、第２の穴１２は
電極室となっており、この電極室１２は同等電解液で満たされるものである。
この防食監視用電極６は、地中の防食被覆鋼材１の近傍位置に、先端の開口部１１ａが鉛
直方向の上側となる姿勢で設置される。
【００１８】
防食電流抵抗調整部を構成する第１の穴１１は、その穴径が、防食被覆鋼材の防食被覆重
なり部の隙間１６の電気抵抗値と同一の電気抵抗値となるように、隙間をシミュレートし
た穴径に製作される。
これは古い防食被覆埋設管を掘り出した際に、防食被覆重なり部の隙間を実測し（０．５
～２０ｍｍ程度ある）、この実測値を多数収集したデータに基づき、最も頻度の高い値、
最大値、最小値等をあらかじめ求めておく。
そして、第１の穴１１を製作する際に、使用条件や客先仕様等に応じてどの値を採用する
かを決定し、この採用した値の隙間をシミュレートした穴径及び長さで製作するようにし
ている。
【００１９】
防食電流抵抗調整部（すなわち、第１の穴）１１は、先端の開口部１１ａが鉛直方向の上
側となる姿勢に設置されるので、土壌と通電可能となるが、地中の砂等がこの開口より入
らないように、埋設時には、絶縁材よりなる網や海綿（水分は自由に通過できるように）
でカバーや栓をすることが望ましい。
そして電極室を構成する第２の穴１２は同等電解液で満たされる。
【００２０】
電極室すなわち第２の穴１２は、所定容量の同等電解液の充填可能な空間を有する。また
、同等電解液の注入がしやすいように電極室１２に横穴の注入口を設けてもよい。
この電極室１２の底部には、互いに電気的に絶縁されたオープンループ状の電極６１及び
参照電極６２が配設され、前記各電極６１、６２にそれぞれ外部接続ケーブル６３、６４
が配線されている。オープンループ状の電極６１及び参照電極６２の電極形状や配置は特
に限定されない。第２の穴１２の底面近くの内周面に各電極６１、６２を配置してもよい
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。
【００２１】
防食監視用電極６は、地中に埋設される際には、少なくとも電極室１２に同等電解液を注
入しオープンループ状の電極６１及び参照電極６２の全体を同等電解液で満たすようにし
てから、開口部１１ａを上向きとして、設置する。
同等電解液の注入によって、電極室１２内に配設されたオープンループ状の電極６１及び
参照電極６２の各電極は、同等電解液の電気抵抗を介して、また第１の穴１１を介して地
中の土壌と通電状態となるとともに、被覆隙間の流入水の水質変化を検知することが可能
となる。
【００２２】
オープンループ状の電極６１は、防食被覆鋼材１と同一材質の鋼で製作される。そして設
置時に同等電解液の注入される電極室１２内に設けられ、防食被覆鋼材１と同一材質の鋼
で製作されるオープンループ状の電極６１は、設置後に腐食が生じ、時間経過とともに腐
食状態が進行する。この電極６１の腐食状態は、実際に地中に埋設され電気防食の施され
ている防食被覆鋼材１の防食被覆重なり部の隙間１６から水が流入し、内部の鋼に生ずる
腐食状態と同一状態となるように（腐食状態をシミュレートするために）生成させるもの
である。
【００２３】
参照電極６２は、例えば鉛、亜鉛、白金、モリブデン、タングステン等で製作される。な
お、この参照電極６２は、図５と同様に、防食電位を計測する際の参照電極として用いら
れるものであるので、同等電解液の注入される電極室１２に設置されても長期間腐食しな
い材料で製作される。また参照電極６２をオープンループ状の電極６１と共に電極室１２
内に配設することにより、この防食監視用電極６の埋設時に、参照電極６２は防食被覆鋼
材１の近傍に設置されるから、防食電位計測時に、防食被覆鋼材１への防食電流と土壌抵
抗によるＩＲ損を含まない真の電位計測を行うことができる。
【００２４】
次に、図１により、防食電位の測定方法を説明する。
図１において、１は地中に埋設された防食被覆鋼材、２は対極又は犠牲陽極、３は直流電
源又は出力調整器であり、２、３は図５で説明した外部電極法又は犠牲陽極法のいずれの
電気防食でもよいことを示している。
６は前記のように構成された防食監視用電極、７は常時閉で、動作時に開となるスイッチ
である。８は電流計、９は電圧計で、これらスイッチ７、電流計８、電圧計９を有する第
１の測定回路２０は、防食被覆鋼材１と、オープンループ状の電極６１の一方の端子と、
参照電極６２との間に接続されている。また、オープンループ状の電極６１の電気抵抗を
測定する第２の測定回路２２は、電源２３、電流計２４を有し、スイッチ２５、２６を介
して前記第１の測定回路２０とオープンループ状の電極６１の他方の端子との間に接続さ
れている。図中、１６は図７の（ｂ）に示した防食被覆重なり部の隙間である。
【００２５】
通常状態（非測定時）においては、オープンループ状の電極６１は、スイッチ７の常時閉
回路及び電流計８を介して防食被覆鋼材１に短絡されている。また防食監視用電極６は、
防食被覆鋼材１の近傍に設置されている。そしてオープンループ状の電極６１に通じる電
流の向きを測定し、該電極６１に電流が流入していれば防食されており、電流が流出して
いれば腐食が生じており、防食されていないと判定する。また電流密度を測定し、防食電
流が有効に流れていることを監視する。また防食電位計測時には、スイッチ７の回路を開
として短絡状態を切り、この開放状態になった瞬間（１００ｍｓ以内）における電極６１
と参照電極６２との間の電位差を測定し、これを防食被覆鋼材１の防食電位として求める
ものである。通常、防食被覆鋼材が軟鋼の場合、電位を銅／硫酸銅電極を基準として－８
５０ｍＶ以下に保てば防食電流が流れて腐食を防ぐ。以上の測定は第１の測定回路２０を
用いて行う。
【００２６】
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対極又は犠牲陽極２から防食被覆鋼材１に流れる防食電流は、第１の穴１１からなる防食
電流抵抗調整部を通って電極室１２にも流入し、しかも第１の穴１１は、図７（ｂ）のよ
うな隙間１６の大きさをシミュレートして防食電流抵抗を調整したものであるので、この
ような防食被覆重なり部の隙間内部の欠陥であっても、前記のように電流の向きと電流密
度及び防食電位を測定することによって、その欠陥の防食状態を正確に監視することがで
きる。
【００２７】
次に、例えば、電気防食が不十分であるような場合、防食被覆鋼材１の腐食が進行する。
そこで、腐食の進行度合（腐食速度）を知るために、オープンループ状の電極６１と電源
２３、電流計２４との間に第２の測定回路２２がスイッチ２５、２６を介して接続されて
いる。スイッチ７の回路を開として第２の測定回路２２によって、オープンループ状の電
極６１の電気抵抗を測定し、その測定値（電気抵抗値）から、防食被覆鋼材１の腐食速度
を推定するものである。
電気抵抗の測定は、定期的またはその必要があるときに行えばよく、通常は、前記のよう
に電流の向きと電流密度及び防食電位の測定によって電気防食の管理を行っている。そし
て、このときのモニターに異常がみられたような場合には、まず、スイッチ２５、２６を
それぞれａ接点からｂ接点へ、ｃ接点からｄ接点へ切り替え、スイッチ７の回路を開とし
てオープンループ状の電極６１の両端子間で閉ループの電気抵抗測定回路（第２の測定回
路）を形成する。この回路２２によりオープンループ状の電極６１の電気抵抗を測定する
ことができ、その電気抵抗値から電極６１の腐食速度、ひいては防食被覆鋼材１の腐食速
度がわかる。これにより、防食被覆鋼材１の腐食進行状況を正確に予測することができる
。
【００２８】
【実施例】
腐食速度計測の実施例を以下に示す。
防食監視用電極には炭素鋼（ＳＳ４００）から製作したＵ字型電極を用いた。また、比較
のために、重量減少の計測用の試料として、同じ炭素鋼（ＳＳ４００）、１００×１５０
×３．２ｍｍ厚の鋼板を用いた。この試料及びＵ字型電極を３．５％ＮａＣｌ溶液中に大
気中で自然浸漬した。
Ｕ字型電極は１週間毎に外観観察を行い、全面腐食していることを確認した後、電極の両
端に電圧を印加して電気抵抗を測定し、電気抵抗から断面積を計算した。比較のための試
料の鋼板は、３つの試料を同時に前記溶液に浸漬し、１週間毎に１枚ずつ引き上げ、除錆
後、重量計測を行った。溶液は、１週間毎に新しいものと取り替えた。重量を計測した後
、表面積と密度から腐食速度を計算した。
表１に計算結果を示す。単位は年に換算した値である。
【００２９】
【表１】

【００３０】
表１より、電気抵抗から計算した腐食速度と重量減少量から計算した腐食速度はほぼ一致
していることがわかる。また、錆の無い初期は腐食速度が大きく、表面が錆で覆われると
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【００３１】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、防食被覆鋼材の防食被覆重なり部の隙間の大きさ
をシミュレートした穴を有する有底筒状部材であって、該有底筒状部材の穴の内部に配設
され、防食被覆鋼材と同一材質からなるオープンループ状の電極と、参照電極とを備えた
防食監視用電極を用い、この防食監視用電極を防食被覆鋼材の近傍に埋設して、オープン
ループ状の電極に通じる電流の向きと電流密度及びオープンループ状の電極と参照電極間
の電位を測定し、またオープンループ状の電極の電気抵抗を測定するものであるので、防
食被覆重なり部の隙間内部の欠陥に対しても防食電位測定が可能であるとともに、オープ
ンループ状の電極の腐食による断面積減少に基づく電気抵抗の増大から防食被覆鋼材の腐
食速度の測定が可能である。
また、前記穴またはこの穴に連通する拡径された第２の穴に同等電解液を入れておくこと
により、防食被覆重なり部の隙間内部の欠陥と同様の腐食状態をこの防食監視用電極によ
って再現でき、その隙間内部の欠陥の腐食状態を地上より検知することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の防食監視方法の説明図である。
【図２】防食監視用電極の一構成例を示す図である。
【図３】防食監視用電極の他の構成例を示す図である。
【図４】図３の断面図である。
【図５】陰極防食の２方式を説明する図である。
【図６】従来の防食電位測定法の説明図である。
【図７】防食被覆鋼材に発生する欠陥の種類を示す説明図である。
【符号の説明】
１　防食被覆鋼材
２　対極又は犠牲陽極
３　直流電源又は出力調整器
４　疑似部材
５　参照電極
６　防食監視用電極
７　スイッチ
８　電流計
９　電圧計
１０　有底筒状部材
１１　第１の穴（防食電流抵抗調整部）
１２　第２の穴（電極室）
１６　防食被覆重なり部の隙間
２０　第１の測定回路
２２　第２の測定回路
６１　オープンループ状の電極
６２　参照電極
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